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業種 指標（案） 検討状況
官公庁  貸事務所業の指標（省エネポテンシャル推

計ツール）を⽤いる
 「国家公務」のうち「事務所⽤途」の庁舎を
対象とした評価範囲を検討

 関係各省へ情報展開
 貸事務所における制度運⽤をもとに導⼊
検討を進める

学校
（⼤学）

 エネルギー消費原単位または重回帰式を⽤
いた指標を検討中

 業界団体である、国⽴⼤学協会、⽇本私
⽴⼤学協会、⽇本私⽴⼤学連盟、公⽴
⼤学協会との意⾒交換を実施

 課題は、設⽴区分や施設⽤途の違いを考
慮した評価⼿法の検討

今後の検討を予定しているベンチマーク対象業種の状況
 ベンチマーク制度を平成30年度中に全産業のエネルギー消費量の７割に拡⼤するという⽬標の
達成に向けて、官公庁及び学校（⼤学）を中⼼にベンチマーク対象業種の拡⼤を検討。

また、ベンチマーク制度の対象業種のさらなる拡⼤に向けて、制度導⼊済みまたは導⼊を検討している業
種以外のベンチマーク設定の可能性についても検討を進める。例えば、官公庁、学校等の公共部⾨は、
⺠間事業者と違い、データ等の情報公開が⽐較的⾏いやすく、⺠間事業者の省エネの牽引という観点
からも率先して制度導⼊に向けた検討を進めるべきであるとの指摘もあった。

（参考）平成28年度⼯場等判断基準ワーキンググループ 取りまとめ（平成29年３⽉31⽇公表）より⼀部抜粋
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64.5％ 10.1％

（参考）今後のベンチマーク制度の対象業種拡⼤に向けて
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4％

卸⼩売・デパート・
スーパー

その他業務
（学校・病院）

その他製造・⾮製造
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百貨店

スーパー

ホテル⾼炉・電炉

エチレン・ソーダ等

●産業部⾨６業種10分野（53％）
●業務部⾨６業種へ対象拡⼤（11.5％）
・ 平成28年４⽉開始：コンビ⼆
・ 平成29年４⽉予定：ホテル、百貨店
・ 検討業種：⾷料品スーパー、貸事務所、ショッピングセンター

・ 農林⽔産業 ： 2.4％
・ 鉱業 ： 0.2％
・ 建設業 ： 1.2％
・ ⾷品煙草 ： 2.9％
・ 繊維 ： 1.0％
・ ⾮⾦属 ： 1.5％
・ ⾦属機械 ： 4.9％
・ その他 ：11.2％ 2

・ 飲⾷店 ： 1.8％
・ 学校 ： 1.8％
・ 病院 ： 2.4％
・ 娯楽場※1： 0.7％
※1 劇場・映画館、ホール、市⺠会館 等
・ その他※2 ： 3.5％
※2 福祉施設、図書館、博物館 等

25.4％



制度設計 審議 運⽤開始 定期報告

ベンチマーク制度導⼊に向けたスケジュール

⼯
場
等
判
断
基
準
Ｗ
Ｇ
で
審
議

ベ
ン
チ
マ
␗
ク
制
度
の
告
⽰
施
⾏

パ
ブ
リ
⑁
ク
コ
メ
ン
ト

運
⽤
開
始

定
期
報
告
で
ベ
ン
チ
マ
␗
ク
指
標
を
報
告

平成３２年
７⽉

平成３１年
4⽉

平成３０年
１０⽉〜１⽉〜平成３０年１０⽉

① 対象事業

② ベンチマーク指標

③ ⽬指すべき⽔準

例）官公庁、学校

当該業種で上位１〜２割の⽔準とする

ベンチマーク制度設計（案）

ベンチマーク制度について業界団体と合意が得られた業種より本ＷＧで順次審議を⾏う。
平成３１年４⽉の制度開始を⽬指す。

事業者が保有する全店舗の
年間総エネルギー消費量（ｋｌ）

事業者が保有する各
店舗の延床面積（㎡） ×

事業者が保有する各店
舗の年間営業時間（ｈ）（ ）

n=全店舗

ベンチマーク指標（案） ＝

例）
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（参考）官公庁におけるベンチマーク制度の対象事業（案）

国家公務：国の機関のうち、国会、裁判所、中央官庁及びその地⽅⽀分部局など本来
の⽴法事務、司法事務及び⾏政事務を⾏う事業所。
※⽇本標準産業分類：国家公務（細分類番号9711,9721,9731）

＜ベンチマーク対象事業者＞
 国家公務の年間のエネルギー使⽤量が1,500kl以上の事業者とする。
＜ベンチマーク評価範囲＞
 「事務所⽤途」＋「共⽤部」をベンチマーク評価範囲とする。複合⽤途ビルにおけるホテ
ルや店舗、刑務所等の事務所以外の⽤途は評価範囲としない。

 ここでいう「事務所⽤途」とは、官公庁施設の建設等に関する法律（官公法）に定め
る「庁舎」に該当する事業所とする。

官公法における「庁舎」の定義
「庁舎」とは、国家機関がその事務を処理するために使⽤する建築物をいい、学校、病院及び⼯
場、刑務所その他の収容施設並びに⾃衛隊の部隊及び機関が使⽤する建築物を除くもの。
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H28年度定期報告提出事業者（国家公務：9711、9721、9731）の状況
●国家公務に分類されるエネルギー消費量のうち、事務所⽤途の割合は10〜61%と推計された。

（注）省エネ法の平成28年度定期報告データを基に以下の⽅法で作成。
① 定期報告データにおいて国家公務（細分類番号9711,9721,9731）に分類される特定事業者が保有する指定⼯場の
うち、基地または刑務所と判断できるもの、および国家公務以外の細分類番号となっているもののエネルギー消費量を「事務
所⽤途以外」と想定。

② 定期報告データにおいて国家公務に分類される特定事業者のエネルギー総消費量と①の差分のうち、当該事業者が保有
する①以外の指定⼯場のものを「事務所⽤途（指定⼯場）」、それ以外を「事務所⽤途（指定⼯場以外）」と想定。

事務所⽤途
（指定⼯場）

10%

事務所⽤途
（指定⼯場以外）

51%

事務所⽤途以外
39% 特定事業者

（国家公務）
のエネルギー総消費量

1,086[千kL]

ベンチマーク対象範囲ベンチマーク対象範囲
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（参考）官公庁におけるベンチマーク制度の業界カバー率
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H28年度定期報告提出事業者（⼤学：8161）の状況

協会名 国⽴⼤学協会 ⽇本私⽴⼤学協会 ⽇本私⽴⼤学連盟 公⽴⼤学協会
加盟⼤学数 86 407 123 89

定期報告対象⼤学 73 133 75 28

●各協会の定期報告提出対象⼤学数

（注）定期報告提出対象の短期⼤学は1校のみ（⽇本私⽴短期⼤学協会の加盟校）。

●定期報告提出対象⼤学数の割合（⼤学数ベース）

：定期報告対象 ：定期報告⾮対象

国⽴⼤学協会
（全86校）

⽇本私⽴⼤学協会
（全407校）

⽇本私⽴⼤学連盟
（全123校）

公⽴⼤学協会
（全89校）
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（参考）学校（⼤学）におけるベンチマーク制度の業界カバー率①
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●定期報告提出対象⼤学に占める加盟⼤学の割合（⼤学数ベース）

国⽴⼤学協会 ⽇本私⽴⼤学協会 ⽇本私⽴⼤学連盟 公⽴⼤学協会

国⽴⼤学
（全73校）

私⽴⼤学
（全230校※ ）

公⽴⼤学
（全28校）

：協会加盟 ：協会⾮加盟

※ ⽇本私⽴⼤学協会と⽇本私⽴⼤学連盟に重複加盟する⼤学は存在しないため、定期報告230校のうち22校がいずれの
団体にも⾮加盟の学校となる。
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（参考）学校（⼤学）におけるベンチマーク制度の業界カバー率②

H28年度定期報告提出事業者（⼤学：8161）の状況

133校 75校

校校 校

校

２団体によるカバー校数



●定期報告提出対象⼤学に占める加盟⼤学の割合（エネルギー消費量ベース）

国⽴⼤学協会 ⽇本私⽴⼤学協会 ⽇本私⽴⼤学連盟 公⽴⼤学協会

国⽴⼤学
（全73校）

私⽴⼤学
（全215校※ ）

公⽴⼤学
（全28校）

※ ２校以上の⼤学を保有する特定事業者（全32事業者）のうち、保有⼤学が全て同⼀の協会に加盟していない事業者
（全５事業者15校、合計27,267kL）は集計から除外した。
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（参考）学校（⼤学）におけるベンチマーク制度の業界カバー率③

H28年度定期報告提出事業者（⼤学：8161）の状況

２団体によるカバー率

42％ 46％

：協会加盟 ：協会⾮加盟


